
様式第17号（第16条関係）

届出事項について変更しましたので、老人福祉法第14条の２の規定により届け出ます。

事業の種類 老人福祉法上のサービス名を記入

老人居宅生活支援事業変更届出書

令和〇年〇月〇日

（届出先）茨木市長

住所 法人の所在地を記入

届出者 法人の正式名称を記載

氏名 役職名 法人代表者の氏名

法人にあっては、その名称及び
代表者の氏名

事業所
名　称 介護事業所の名称

所在地 介護事業所の所在地

変更後

管理者兼務サービス提供責任者　●●　●●
サービス提供責任者　ＡＡ　ＡＡＡ
　　　　　　　　　　ＣＣ　ＣＣＣ
　　　　　　　　　　ＤＤ　ＤＤＤ

※変更になった人だけでなく、変更後の全員を
　記入してください。

変更年月日 令和〇年〇月〇日

主な職員の氏名

3 事業を行おうとする区域

4 施設等の名称、種類、所在地及び定員

変更前

管理者兼務サービス提供責任者　○○　○○
サービス提供責任者　ＡＡ　ＡＡＡ
　　　　　　　　　　ＢＢ　ＢＢＢ

※変更になった人だけでなく、変更前の全員を
　記入してください。

変更事項

項　目

1 経営者の氏名及び住所（法人であるときは、
その名称及び主たる事務所の所在地）

2

法人名と所在地変更の場合。

・管理者、サービス提供責任者 が

変更の場合。

（上記以外は、記入不要です。）

【老人福祉法上のサービス名】

・老人居宅介護等事業

・老人デイサービス事業 *

・老人短期入所事業 *

・小規模多機能型居宅介護事業

・認知症対応型老人共同生活援助事業

・複合型サービス福祉事業

詳しくは、老人福祉法上のサービス名一覧表にて

ご確認ください。

郵送をする日を記入してください。

記入例１

運営規程に載せている、通常の実施地域を

変更した場合

法人印は省略可と

なりました。

・事業所の名称、所在地変更の場合

・定員数を届け出ている場合は、

その数に変更が生じた場合。

老人デイサービス事業

老人短期入所事業

小規模多機能型居宅介護事業

認知症対応型老人共同生活援助事業

複合型サービス福祉事業の場合のみ

該当項目に○をつけてください。

囲み線を使うと便利です。

〇でも手書きでも結構です。



様式第17号（第16条関係）

老人居宅生活支援事業変更届出書

事業の種類

令和〇年〇月〇日

（届出先）茨木市長

住所

届出事項について変更しましたので、老人福祉法第14条の２の規定により届け出ます。

法人にあっては、その名称及び
代表者の氏名

法人の所在地を記入

届出者 法人の正式名称を記載

氏名 役職名 法人代表者の氏名

名　称

所在地
事業所

項　目

老人福祉法上のサービス名を記入

介護事業所の名称

介護事業所の所在地

変更年月日 令和〇年〇月〇日

変更前

変更後

　
　　法人名：株式会社■■■
法人所在地：大阪市北区××■丁目××番××号
　　　　　　■■■ビル　■■■号室

　
　　法人名：株式会社▲▲▲▲
法人所在地：大阪市中央区＊＊▲丁目＊番＊号
　　　　　　＊＊＊＊ビル　＊＊＊号室
　※履歴事項全部証明書に記載されている所在地を
　　正確に記入してください。

変更事項

経営者の氏名及び住所（法人であるときは、
その名称及び主たる事務所の所在地）

主な職員の氏名

事業を行おうとする区域

施設等の名称、種類、所在地及び定員

1

2

3

4

老人福祉法上のサービス名一覧表を参照

郵送をする日を記入してください。

記入例２

法人印は省略可と

なりました。

運営規程に載せている、通常の実施地域を

変更した場合

該当項目に○をつけてください。

囲み線を使うと便利です。

〇でも手書きでも結構です。

法人名と所在地変更の場合。

・管理者、サービス提供責任者 が

変更の場合。

（上記以外は、記入不要です。）

・事業所の名称、所在地変更の場合

・定員数を届け出ている場合は、

その数に変更が生じた場合。

老人デイサービス事業

老人短期入所事業

小規模多機能型居宅介護事業

認知症対応型老人共同生活援助事業

複合型サービス福祉事業の場合のみ


